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完全失業率の
変化幅

変動要因 寄与度

 就業者数の増加 ▲0.4％ポイント

 15歳以上人口の減少 ▲0.0％ポイント

 労働参加率の上昇 +0.3％ポイント

▲0.1ポイント

(注)失業率＝失業者数／(失業者数＋就業者数)

(総務省「労働力調査」より当社作成）

    就業者数要因…就業者数の増加は失業率の低下に寄与する。
　　15歳以上人口要因…15歳以上人口の増加は失業率の上昇に寄与する。
    労働参加率要因…労働参加率の上昇は失業率の上昇に寄与する。

　  労働参加率とは、15歳以上人口における労働市場への参加割合。

労働力調査・一般職業紹介状況（2018年８月） 

８月の失業率は低下、就業者数も増加と雇用情勢は良好 
 

 
 ８月の完全失業率は2.4％と前月（2.5％）から低下。変動要因も雇用情勢の堅調さを示唆。 

 ８月の雇用者数は前月比+0.1％と、女性雇用者数の増加により、小幅ながら２か月連続の増加。 

 ８月の有効求人倍率（1.63倍）は横ばい。一方、新規求人倍率（2.34倍）は大きく低下。 

 
１．８月の失業率は2.4％と前月から小幅に低下。就業者数の増加によるもので雇用情勢の堅調さを示唆 

総務省が発表した労働力調査によると、８月の完全失業率（季節調整値）は2.4％と前月（2.5％）から

小幅に低下した（図表１）。完全失業率の変動要因をみると、就業者数の増加（寄与度-0.4％ポイント）が

失業率の低下に寄与しており、景気回復が引き続き労働市場に好影響を与えている（図表２）。その一方

で、労働参加率の上昇（同+0.3％ポイント）は失業率の押し上げに寄与している。ただし、これは景気回 

 

図表１ 完全失業率           図表２ 完全失業率の変動要因（前月差） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図表３ 雇用者数               図表４ 雇用者数（男女別） 
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パートタイム

正社員

復を受けて職探しを始めた人が増えている（職探しを始めた人はその時点でまず失業者にカウントされる

ため、失業率が上昇する）ことが影響している。実際、労働力人口（季節調整値）は前月差+22 万人と増

加しており、雇用情勢の改善を示唆している。 

また、雇用情勢を判断する上で重要な指標の１つである雇用者数（季節調整値）は、８月に前月比+0.1％

の5,955万人と小幅ながら２か月連続で増加した（図表３）。８月の雇用者数の動きを男女別にみると、男

性（前月比-0.1％）が減少する一方で、女性（同+0.1％）は２か月連続で増加した（図表４）。さらにこれ

を産業別（季節調整は当社）にみると、金融業・保険業（前月差-16 万人）が３か月連続で減少したもの

の、製造業（同+14万人）や宿泊業・飲食サービス業（同+６万人）が増加した。 

 

２．８月の新規求人倍率（2.34倍）は大きく低下。景気回復を受けた求職者数の大幅増が要因 

次に、厚生労働省が発表した一般職業紹介状況をみると、８月の有効求人倍率（有効求人数/有効求職者

数、季節調整値）は 1.63 倍と前月から横ばいとなった（図表５）。一方、８月の新規求人倍率（新規求人

数/新規求職申込件数）は2.34倍と前月（2.42倍）から大きく低下した。低下幅としては、2009年１月（前

月差-0.11 倍）以来の大きさである。これは、分母の新規求職申込件数（前月比+3.3％）が大幅に増加し

たことが影響しており、上述のとおり、景気の回復を受けて職探しを始めた人が増えていることが背景に

あると考えられる。新規求人倍率は月次で振れを伴いながらも上昇トレンドを維持しており、労働需給は

引き続きひっ迫した状態が続いていると言える。 

なお、雇用形態別に有効求人倍率をみると、８月の正社員の有効求人倍率は1.13倍と３か月連続で過去

最高水準を維持しており、正社員の労働需給は引き締まっている（図表６）。また、パートタイムの有効求

人倍率は1.83倍と前月（1.82倍）から小幅に上昇した。 

 

図表５ 有効求人倍率と新規求人倍率          図表６ 有効求人倍率（雇用形態別） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．就業地別の有効求人倍率をみると、全都道府県で2016年１月以降１倍超えが続く 

次に、８月の都道府県別の有効求人倍率（就業地別）をみると、2016 年１月以降 32 か月連続で全都道

府県において１倍を上回る状態が続いており、人手不足の状況が全国的に続いていることが分かる（図表

７）。なお、８月の有効求人倍率（就業地別）が最も高かったのは５か月連続で福井県（2.27 倍）となっ

た。 
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図表７ 都道府県別の有効求人倍率（就業地別、2018年８月） 

0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0
2.2
2.4

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

倍、季調済

全国（1.63倍）

（注）就業地別とは、求人倍率の計算の際に、受理地別の求人ではなく、実際に就業する地域別に集計した求人を用いたもの

である。受理地別に求人を集計すると、本社が多い東京や大阪で求人が多くなり、その近隣の府県で求人が少なくなるとい

う問題が発生する。これを用いて求人倍率を計算すると、東京、大阪の求人倍率が高くなり、その近隣の府県の求人倍率が

小さくなる。各都道府県ごとの労働需給をみる上では、実際に就業する地域ごとに集計された求人数を用いた方が望まし

いと考えられる。

（厚生労働省「一般職業紹介状況」）

神奈川県（1.39倍）
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